
1 

 

マイナンバーカード出張窓口業務委託（７月～３月） 仕様書 

 

第１ 委託概要 

 

１ 業務名 

マイナンバーカード出張窓口業務委託（７月～３月）（以下「本業務」という。） 

 

２ 業務の目的 

市内の商業施設等にマイナンバーカード出張窓口を定期的かつ複数開設することで、市民のマイナ

ンバーカード申請機会を創出することにより、普及促進を強化するもの。 

出張窓口の機能は以下のとおり 

①申請時来庁方式による申請受付及び申請サポート（以下、申請受付という。） 

②交付時来庁方式による交付受付（以下、交付受付という。） 

 

３ 委託業務の概要 

（１） 予約受付・問い合わせ対応 

コールセンターを設置するとともに予約システムを構築し、出張窓口の予約受付及び問合せ対

応を行う。 

 

（２） 出張窓口の企画及び運営 

出張窓口の開設に向け、場所の選定・調整を行うとともに、当日の運営を行う。 

  

（３） 出張窓口の実施に係る広報 

マイナンバーカード普及に関する広告、及び出張窓口の集客に向けた効果的な広報を行う。 

 

（４） ノベルティの調達及び配布 

出張窓口で配布するノベルティを調達するとともに、窓口での配布を行う。 

ノベルティの内容は、本市と協議の上決定し、その費用として３０，０００，０００円を委託金額

に含め、委託終了後に精算する。 

 

（５） 本市が雇用する会計年度任用職員に係る募集等 

本業務で設置する出張窓口で本人確認等の業務を行うため、本市が雇用する会計年度任用職員

（４名）の募集を行う。 

募集方法等については本市との協議の上決定すること。 
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（６）従事者への研修 

 出張窓口やコールセンターへの従事者に対し、研修を実施すること。また、必要に応じて、

（５）により本市が雇用する会計年度任用職員も研修に参加可能とすること。 

 

４ 実施回数 

  週４回（平日３日、休日１日）、1日３か所以上が望ましい。 

  実施期間通算で４７４回以上実施すること。 

※回数は本市と協議の上決定する。 

 

５ 出張窓口における受付人数 

  １回当たり１００名程度の受付を想定しているため円滑に業務を遂行できる業務体制とすること。 

・ 申請受付：８０名/日（１時間１２件） 

・ 交付受付：２０名/日（１時間３件） 

 

６ 実施期間 

  契約締結日から令和５年３月３１日まで 

出張窓口の設置は令和４年７月上旬から（年末年始は除く）令和５年３月３１日までとし、コール 

センター及び予約システムは、令和４年６月上旬（出張窓口開設の一か月前）までに開始すること。 

  具体の時期については、本市との協議により決定する。 

 

７ 実施場所 

（１）予約受付・問い合わせ対応 

   受注者が日本国内において準備し、本市が承認した場所とする。 

（２）出張窓口の企画・運営 

千葉市内の施設等又は本市が指定する場所（実施場所は商業施設等を想定） 

 

８ 実施時間 

（１）予約受付・問い合わせ対応 

ア コールセンター受付時間 

  午前８時３０分から午後５時００分まで（平日のみ）とすること。 

  イ 予約システム利用時間 

実施期間中は２４時間予約可能とすること。 
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（２）出張窓口 

  ア 平日 

窓口開設時間は午後１時から午後８時とし、開始前・終了後に各３０分の設営及び撤去時間を 

含め、１回８時間以上とすること。 

 

イ 休日 

    窓口開設時間は午前１０時から午後５時とし、開始前・終了後に各３０分の設営及び撤去時 

間を含め、１回８時間以上とすること。 

    

９ 申請用機器・連絡用タブレット端末の配備 

（１）各会場にマイナンバーカードの申請受付時に使用する機器を必要な台数分配置すること。 

   ※想定される必要な機器 

    【手書き申請の場合】   デジタルカメラ及びモバイルプリンター 

    【オンライン申請の場合】 マイナンバーカード申請用端末（マイナアシスト２等） 

（２）本市との連絡用として各会場及び区政推進課に１台ずつタブレット端末を配置すること。 

※Zoom 等の利用を想定しているが、提案による他の方法でも可とする。 

 

10 支払方法 

  契約金額を１０カ月に分割した金額を各月の履行検査完了後に支払うものとする。（ただし最終月 

はノベルティ費用分を精算払いとする。） 

 

第２ 委託詳細 

１ 委託業務の詳細 

（１） 予約受付・問い合わせ対応 

ア コールセンターの設置関係 

・ コールセンターを開設し、出張窓口の予約受付を行うとともに、問合せ対応を行うこと。 

・ コールセンターの設置場所は受注者が日本国内において準備し、本市が承認した場所とする。 

・ 通話料は通話利用者負担とし、千葉市の市内局番（０４３）を使用すること。 

・ 什器等、本業務に必要な物品等については、受注者において全て用意すること。 

 

イ 予約システムの構築 

出張窓口の予約をＷＥＢで行えるシステムを構築すること。 

・ 市民がパソコンやスマートフォンから利用できること。 

 ・ 実施期間中は２４時間予約可能とすること。 

・ 希望時の３０日前から日時を指定した予約を可能とし、カレンダー表示等で予約可否を確認で

きる仕様とすることが望ましい。 
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ウ コールセンター及び予約システムの機能 

・ 本業務で運営する出張窓口の電話等による予約受付を行うこと。 

・ 本業務に関する問い合わせに対応すること。 

 ・ 出張窓口に関する問い合わせのほか、マイナンバーカードに関する簡易な問い合わせに対応す 

ること。 

 ・ 問い合わせ内容及び回答内容について、受注者において問い合わせ一覧等作成し、毎月本市へ 

報告すること。 

 ・ 予約を受け付ける際は、再交付申請でないことを確認のうえ、予約者から氏名（カナ）、生年 

月日、住所、希望日時、希望会場、人数、連絡先電話番号等の必要な情報を聴き取り、受注者に

おいて作成する予約受付一覧等で管理すること。 

・ 予約確定後は、本市があらかじめ指示する事項（本人確認書類等の持参物・ 注意事項等）と

併せて会場の詳細等を予約者に確実に案内すること。 

・ 各運営日の業務終了後又は翌営業日の１５時までに、当該日時点の予約受付一覧等の、本市が

求める事項をメール等により本市に送付すること。 

・ 予約の受付は申請受付のみを対象とする。 

 

エ コールセンターの体制 

・ 期間合計の入電件数は約５０，７００件を想定しており、これに対応可能な体制とすること。 

 ※予約受付の入電件数について 

   予約の申込についての問い合わせは、２００件/日。予約受付者からの予約の変更・ 取消の

問い合わせは３０件/日、その他問い合わせの入電件数は、３０件/日と想定する。 

 ・ マイナンバーカードに関する業務の管理者経験を有する業務責任者を配置すること。 

・ 入電数に対して、応答率８５％以上の席数及び回線数を確保し、応答率を維持できない入電数

があった場合は、即時に席数等を調整し対応できる体制をとること。 
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（２） 出張窓口の企画・管理運営 

出張窓口の開設に向け、場所の選定・調整を行うとともに、当日の管理運営を行う。 

なお、本人確認等を行うため、市職員（会計年度任用職員）を１名程度配置する。 

 

ア 実施場所の選定及び調整等 

・ 出張窓口の開設に当たり、効果的な場所（１回開設当たりに想定する申請受付人数に記載した

対応人数を見込める場所）を選定すること。 

・ 実施場所については、委託業務の実施期間内において、効果的な場所の選定の結果、同じ場所 

 を複数回使用することは差し支えない。 

・ 場所の選定等は、事前に本市と協議し，その承諾を経た後に実施すること。 

・ 実施施設の交渉・調整、施設使用料等の支払い及び必要な許認可等の申請は受注者が実施する 

こと。 

 

イ 当日の管理運営 

・ 業務責任者は、マイナンバーカード関連業務の管理者経験を有すること。 

・ 会場におけるブースの設営及び撤収作業を行うこと。 

・ 会場に訪れた予約者等に対して案内及び誘導を行うこと。 

・ 申請の受付は手書き用申請書等による申請受付のほか、マイナンバーカード申請用端末等を使 

 用したオンライン申請も可能とする。 

・ 手書き用申請書等による申請受付の場合はデジタルカメラ等で顔写真を撮影し、当該写真を申

請書に貼り付けすること。 

・ 会場において、入口等でのチラシ配布や呼び込みなど、積極的なマイナンバーカード申請勧奨 

を行うこと。 

・ 申請者に対して効果的な施策を行うにあたってのアンケートを実施すること。 

・ アンケートの内容については、受注者により確認及び要約した上で、本市に対し必要な改善案を 

提案すること。 

・ その他のマイナンバーカードの申請に係る相談の対応等。 

・ 什器等業務に必要な物品等については、受注者において全て用意すること。 

・ 各会場に必要な台数分のデジタルカメラ及びマイナンバーカード申請用端末等を配置すること。 

・ 各会場にタブレット端末を１台配置すること。（本市と各会場の連絡用として利用） 

・ デジタルカメラやマイナンバーカード申請用端末等による写真撮影について、写真不備による

返戻がないように背景で使用するパーテーションや照明機材の準備など必要な措置を講ずるこ

と。 

  ・ 申請受付と交付受付は受付窓口を分けること。 



6 

 

ウ 出張窓口資料の保管・納品 

出張窓口で受領した各種申請書は受注者が一時的に保管し、翌営業日までに本市に納品すること。 

・ 申請書の区分、枚数を記載した送付表を会場ごとに作成し納品すること。 

・ 申請書等の保管は鍵のかかる保管庫に保管すること。 

・ 持ち運ぶ場合は、鍵のかかる箱等に入れ運ぶこと。 

・ 車で運ぶ場合、荷物を置いて車を離れないこと。 

 

（３） 出張窓口の実施に係る広報の実施 

マイナンバーカード普及に関する広告及び出張窓口の集客に向けた効果的な広報を行うこと。 

 

ア 出張窓口開設前における集客に向けた効果的な広報の実施 

・ 広報に対する市民等からの問い合わせ対応を行うこと。 

・ 広報策ごとの集客数に基づき、効果的な広報策の立案をすること。 

※提案内容により、千葉市承認のもと実施する。 

 

イ 出張窓口開設当日の広報 

・ 会場入口等でのチラシ配布や呼び込みなど積極的なマイナンバーカード申請に関する広報活動。 

・ 広報活動に関する経費（イベント実施費用・粗品等）に関しては委託料に含むものとする。 

※提案内容により、千葉市承認のもと実施する。 

 

（４） ノベルティの発注及び配布支援 

ア 出張窓口におけるノベルティの配布 

・ 申請受付による申請者に対して、ノベルティを配布すること。 

・ 配布するノベルティについては、本市と協議の上決定すること。 

 

イ ノベルティの調達 

・ 出張窓口で配布するノベルティのほか、各区市民総合窓口課で実施する出張申請受付で使用す

るノベルティの調達もあわせて行うこと。また、追加発注にも対応すること。 

・ ノベルティの内容については、事前に本市と協議の上決定すること。 

・ ノベルティを購入した際には、毎月、品名・ 金額を報告すること。 
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ウ ノベルティの調達に係る費用 

・ ノベルティの調達に係る費用はについて３０，０００，０００円を委託金額に含め、委託終了

後に精算することとする。 

・ 委託終了までに、購入したノベルティの集計表を本市に提出すること。 

 

（５）本市が雇用する会計年度任用職員に係る募集等 

 本業務で設置する出張窓口で本人確認等の業務を行うため、本市が雇用する会計年度任用職員（４

名）の募集及び本市が勤怠を管理する上で必要な業務の支援を行う。 

 

（６）従事者への研修 

  ア 運営マニュアル・Ｑ＆Ａを作成し、出張窓口やコールセンターへの従事者に対して研修を実施 

すること。 

イ 番号制度関係法令及びマイナンバーカードの利活用等、業務に必要な知識を習得させること。 

ウ 個人情報の取り扱いなど、マイナンバーカードに関する業務の重要性を理解させる内容とする

こと。 

エ 守秘義務及び個人情報の保護について理解させること。 

オ 従事者が遵守すべき服務規律について、実施場所の利用規則等を含め理解させること。 

カ 本市に対する市民の信頼等を失墜するような接遇とならないようにすること。 

キ 感染症の予防、拡大防止策（マスクの着用、手指の消毒など）について理解させること  

 

２ 実施体制 

  本業務全体の指揮監督等を行う統括責任者とは別に、本業務を実施する際は、必ず業務責任者を配

置し、業務の指揮監督等を行うこと。また緊急時等により予定従事者数に欠員が生じた場合や本業務

を円滑に実施するために従事者数が不足している場合は、発注者と協議の上、補充する等の必要な処

置を講ずること。 

（１）予約受付・問い合わせ対応 

常時体制とすること 

（２）出張窓口の運営 

   常時体制とすること。（なお、当日は、市職員が１名程度帯同し、本人確認業務に従事する） 
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３ 作業計画書の作成及び実績報告書等 

（１）作業計画書 

本委託業務に着手するにあたり、以下に示す項目を記載した「作業計画書」を契約締結後14日以

内に提出し、本市の承認を得ること。 

なお、作業計画書に変更が生じた場合においても同様に本市の承認を得ること。 

ア 本委託の目的、業務の範囲及び成果物を記載すること。 

イ 提案書に記載され、市が承認した内容を記載すること。 

ウ 実施場所・実施計画（スケジュール）を掲載すること。 

エ 実施体制（受注者・本市）を作成し、緊急連絡先等も明確にすること。 

オ 実施体制については、コールセンター、出張窓口の体制を明確にすること。 

カ 従事者の研修計画について記載すること。 

キ セキュリティ上の対策について記載すること。 

ク その他、契約書・仕様書で記載されていない、または記載されていても確定していない内容

について、本市と協議の上記載すること。 

 

（２）運営マニュアル・FAQ の作成 

ア 受注者は、本業務の運用手順、注意事項等について定めた運営マニュアル・Ｑ＆Ａを作成し、予

約受付開始日の７日前までに、委託者の承認を受けること。 

イ マニュアルの内容を更新する場合は、本市の承認を受けたうえで使用すること。 

 

（３）実績報告 

ア 日次で提出するもの 

以下の書類について、翌営業日の１５時までに提出すること。 

①予約受付一覧 

②問い合わせ件数（受電数、予約者数、予約変更者数、その他問い合わせ数） 

③来場者数（出張窓口を実施した日のみ） 

 

イ 月次で提出するもの 

 以下の書類について、翌月の１０日までに提出すること。 

   ①問い合わせ件数（受電数、予約者数、予約変更者数、その他問い合わせ数） 

②来場者数（出張窓口を実施した日のみ） 

   ③アンケート結果 

   ④ノベルティ購入報告書 
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ウ 最終報告書（委託業務完了後） 

以下の書類について、委託業務完了後に提出すること。 

   ①委託期間中における問い合わせ件数（受電数、予約者数、予約変更者数、問い合わせ数） 

②委託期間中における来場者数 

③委託期間におけるアンケート結果等に基づく改善提案書 

④ノベルティ購入集計表 

 

４ 物品、什器、執務環境 

（１） 受注者における準備物品 

委託業務に必要な物品、什器、執務環境については、受注者において用意すること。 

なお、想定される必要物品等は以下のとおり。 

机、椅子、写真撮影用スクリーン、パーテーション、飛沫防止用アクリル板、デジタルカメラ、

モバイルプリンター、マイナンバーカード申請用端末等 

（２） 必要に応じて本市において貸与する物品等 

ア マイナンバーカード申請用端末（マイナアシスト） ３台 

イ Wi-Fiルーター  ２台 

ウ 写真撮影用スクリーン ２台 

エ WLEDリングライト １台 

オ その他必要とする物品等については協議の上決定する。 

（３） セキュリティ対策について 

ア 情報機器を使用する場合は、受注者において手配する独自のインターネット回線により接続 

すること。 

イ 有線、無線を問わず、記録媒体等の機器を情報機器に接続できないように制限すること。 

ウ 情報機器にウイルス対策ソフトのインストール及び定期的なウイルス定義ファイルの更新を 

行うこと。 

エ その他、使用者の不正使用防止対策を講じること。 
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５ 納品成果物一覧 

納品成果物 納期 

作業計画書 契約締結後１４日以内 

個人情報責任者及び研修計画等報告書 契約締結後すみやかに 

庁舎外作業承諾願 契約締結後すみやかに 

協議議事録 協議後すみやかに 

実施場所選定提案書 協議による 

運営マニュアル・Q&A 予約受付開始日７日前 

予約受付一覧 翌営業日１５時 

日時報告書(問い合わせ件数・来場者数) 翌営業日１５時 

月次報告書（問い合わせ件数・来場者数・アンケート結果 

・ノベルティ購入報告書） 

翌月１０日 

最終報告書届（問い合わせ件数・来場者数・改善提案書 

・ノベルティ購入集計表） 

令和５年３月３１日 

 

６ 個人情報保護、守秘義務等 

・ 受注者は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報 

取扱特記事項」を遵守しなければならない。  

・ 本業務において受注者は、業務上知り得た秘密を何人にも漏洩してはならない。その他、千葉市 

個人情報保護条例等の関係法令及び関係規定を遵守しなければならない。   

 

７ 留意事項 

・ 法令はもとより、本市の条例、規則等を遵守し、本市が最適な成果を得られるよう本委託業務 

を遂行すること。また、必要な事項については、積極的な提案を本市に対して行うこと。 

・ 本委託業務の進捗状況については、本市に適宜連絡し、関係者による定期的な会議を開催し、報 

告すること。 

・ 受注者が成果物等を作成するために作業する環境及び必要な経費は、受注者が準備すること。 

・ 受注者は、本委託業務完了後であっても、本委託契約の範囲内における本市の問合せ等に応じる 

こと。 

・ 受注者は、本委託業務の遂行上、必要と認められるもので、本仕様書の解釈に疑義を生じた事項 

及び仕様書に明記していない事項については、本市と事前に協議し、その指示に従わなければなら 

ない。 


